
1.事業の成果

事 業 名
(定款に記載
した事業)

具体的な事業内容
(A)当該事業の実施日時
(B)当該事業の実施場所
(C)従業者の人数

(D)受益対象
者の範囲
(E)人数

事業費の金額
(概算)

（単位：千円）

障害者の日常
生活及び社会
生活を総合的
に支援するた
めの法律に基
づく居宅介護
等事業

居宅介護、重度訪問介護 (A)毎日24時間
(B) 岐阜市、旧大垣市、旧
関市、羽島市、本巣市、各
務原市、瑞穂市、岐南町、
北方町、安八町及び近郊の
障害者宅と事務所等
(C)36人

(D)要援助者
(E)35人

73,056

障害者の日常
生活及び社会
生活を総合的
に支援するた
めの法律に基
づく行動援護
事業

行動援護 (A)毎日24時間
(B) 岐阜市、旧大垣市、旧
関市、羽島市、本巣市、各
務原市、瑞穂市、岐南町、
北方町、安八町及び近郊の
障害者宅と事務所等
(C)3人

(D)要援助者
(E)1人

297

介護保険法に
基づく訪問介
護事業

訪問介護(介護予防訪問介護
含む)

(A)毎日24時間
(B) 岐阜市、
(C）16人

(D)要援助者
(E)1人

336

障害者の日常
生活及び社会
生活を総合的
に支援するた
めの法律に基
づく就労継続
支援B型事業

就労継続支援B型事業 (A)月～金8:45～17:30
(B)岐阜市
(C) 7人

(D)利用者
(E)19人

32,817

障害者の日常
生活及び社会
生活を総合的
に支援するた
めの法律に基
づく特定相談
支援事業

特定相談支援事業
（ピアカン、ILP含む）

(A)月～金8:45～17:30※24
時間電話対応可
(B)岐阜市
(C)3人

(D)要援護者
（Ｅ）65人

920

2　事業の実施に関する事項

（１）特定非営利活動に係る事業

令和1年度事業報告書
平成31年4月1日～令和2年3月31日まで

特定非営利活動法人
　　　　　　障害者自立センターつっかいぼう

・特定処遇改善加算の取得をすることでキャリアパス要件や研修計画等が整い、実施しやすくなった。
・運営会議を行うことで防災について等事業以外の事について検討できる。
・人手不足の中、事業の規模を縮小せず維持することが出来た。



障害者の日常
生活及び社会
生活を総合的
に支援するた
めの法律に基
づく一般相談
支援事業

一般相談支援事業 (A)月～金8:45～17:30※24
時間電話対応可
(B)岐阜市
(C)3人

(D)要援助者
(E)・(地域移
行、地域定
着)0人  ・(一般
相談)5人

0

障害者の日常
生活及び社会
生活を総合的
に支援するた
めの法律に基
づく地域生活
支援事業

移動支援 (A)毎日２４時間
(B)岐阜市、旧大垣市、旧関
市、羽島市、本巣市、各務
原市、瑞穂市、岐南町、北
方町、安八町及び近郊の障
害者宅と事務所等
(C) 36人

(D)要援護者
(E)50人

6,743

障害者・高齢
者の地域での
自立支援事業

制度外ヘルパー派遣 (A)毎日２４時間
(B)岐阜市
(C) 36人

(D)要援助者
(E)2人

1,661

ヘルパー養成研修等
（重度訪問介護従業者養成
研修）

(A)未定　(B)事務所等　(C)
未定

(D)重度訪問
介護利用者
(E)3人 0

福祉有償運送 (A)毎日24時間
(B)岐阜市、本巣市、
(C)5人

(D)会員
(E)15人

107

審議会、その他会議、 (A)岐阜市障害者施策推進協
議会2回等
(B)岐阜市役所等
(C)2名

(D)在宅及び
施設の障害者
及びその家族
等 0

障害者と地域
の方々との交
流活動事業

①キャンプ　②カルタ . ①～②(D)会
員及び地域の
障害者と健常
者  (E)250人 174

啓発・広報活
動

①機関紙の発行、ＷＥＢサ
イトでの情報発信、福祉講
座の講師派遣、広報活動等

①機関紙2回発行、WEB随時
・講師派遣2回　岐阜市立岩
野田北小学校94名　さつき
調理・福祉学院26名　・黄
色いレシートキャンペーン4
回マーサ岐阜店　(C)3名

① (D)会員及
び地域の障害
者 と 健 常 者
(E)200人

52


